
京都府京丹後市峰山町千歳22

第 3号 様式 く第15条関係)

事 業 者 , F 出量 削 減 報 告 書

株式会社 日 進製作所 取 締役社長 錦 織 隆 IFI

:Ll萩
Jlする□には レ印を起大してください.特 定11米者以外の事業存の方はレ,の 辺人は不要です

2 1基 1卜年度〕とは''嵐期‖1の111:度を 「日標年度Jと は計rt朗い,の娘約 ■Eを  「盟!11'岐」とは'卜耐"|‖」のうち 今 ,概 !iの対象となるIF!えをいいます。

3 rJ,津,折を排lilr分」とはホぁ打内の打1業所符の十来活動のためのエネルギ
ーの彼川にllい発1をするIElt rl米ガスを r輸 送 llT排出区分〕とはr`動Ⅲ運送JF栄イについては世,‖の本純の位‖1を

京冊府内とするFI両のサト‖|する出電効果ガスを 飲 通1'策イについては体行する貨物14問又は旅
/fⅢlfの排J,するtt“効果ガスを  「その他排出区分Jと は '足以外の'〔れ貯内におけるJr栄所尊

の■来rr動に伴い究■する渡“効/1ガスをいいます

「その性の地球消暖fヒ対えによる,==:効果ガスのわ波‖拘 の実績については 計叫町‖Ⅲの火和の探fiを1じ入し
て,)グ リーシ忙力の叫人によるtt4t/1来ガスの制法栄親が18年| 5々トンでⅢ9午皮10トンの場合 191'度の縦

を1じ入してくださ,、

1'度の縦■■の央組については 181'峡と lHlモ の々突初そ凛ど|しlSトンと卍人

特定号東者の

主たる業種

該当する手栗

者要件 ロ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換算して1500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規HJ第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシ
ー150台以

上/鉄 道車両130両以上)

「
哀堅F世

球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸fヒ炭素に換算して31000トン

計 画 期 店 平成 18年  4 月  ～  平 成  20年  3 月

基 本 方 勧 当社の環境マネジメントプログラムに基き温室効果ガス排出量の削減を目指します。

推 進 体 制 社長を長に環境推進責任者を置き当社環境マネジメントプログラムの推進体制の下 計 画実施する。

呉

細

置中中韓
年
体
及

年度 設備 対 象 工 程等 措 置 内 容

J8～19 電気(製造部門) 生産ラインのタクト短縮 統合く削減率 008χ〉、油圧電動機のインA'サ化 油圧 空圧のナ下化検討

,8～19 電気(その他) 空調機の更新による高効率化、高効率照明の採用く削減客 002Xメ 廃熱利用の調査 検討

「8～19 A重 油 重油暖房機の温度管理 フイルタ清掃、箱洗浄機の稼動率対策によるヽわ―使用逮の削減

ガソリン 多人数乗車、近距離の単草 自転草の活用 7イドリシクストッフ
°
工〕ドライ7の 啓蒙

【8～19 軽油 ハイ方 ィーど)の燃料の検討 ぐⅢ減客-35X〉

ス

等

邦嘩
温

の 排出区分
基 準 年 度  (実 頼 ′

( 1 7 )年 度
(二磁化炭系快算 (|))

日林 午 慶 (訂 田 '

〈19)年 度
(=ほ|ヒ炭素換算 (t〉〉呼鉤∽

報告牛慶 咲 頼'

(18)年 度
(=磁 化炭業換算 (t))

3J扱挙

(実績)
(%)

A事 索 P71等コF日 区 分 7,013t 7,619t 86 % 5,609 t -58 %

B輸 送車両排出区分 t t % t

C そ の 他フF 出区 分 t t % t

汐F出合計 1     7,013t 2    7,619t 86 % 4                              6,609 t -58 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度 (実績)

取紋A等 (二陵fヒ披秦換第 (t 取細員容

森林の保全及び整備 (稚輔面fH! ha く吸収賢〉 t (盗hjttLI) く吸収風) t

府内産の木材の利用 (刊翔駐) mi (削減屋) t (利用量) mj (諄減量) [

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

(売化駐) 【vh (削減 E〉 t (売伍丘) (ドヽ (制済 R〉 t

(熱りヽ総駅 (削減畳〉 t (然供給駐) CJ い 1波a) [

グリーン電力の順入 (吻 威ヽ) (削減■) t (韓大景) 【ド1 (削減昼) t

削減畳等合計 ↓ t

差引排出量

くJFll合計―諄!減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) Jヽ渡率 (計画) 報告年度 く実績) 削減早 く突釈)

1    7013t ●ナてゆ  7,619 t 86 % “o“)                         6,609  t -58 %

特 記 事 壕 19994と 校より当社独自 :ヽ環境マネジメントプログラムになき地球山暖イヒ防に対策としてittfヒ炭素の削1減にjtX終[んできています。

連 絡 究 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

号

ファクシミリ警号

て,)グ リーシ忙力の叫人によるtt4t/1来ガスの制法栄親が 18年 | 5々ト ンでⅢ9午皮10トンの場合 191'度 の縦■■の央組については 181'峡と lHlモ の々突初そ凛ど|しlSトンと卍人

5「 ヤ赳Ⅲ'項jに は 平成21:2(19901そ 渡)を 培tFとした,F出1対の対比やエネルギ
ー原1 l`rco力Flt hi 行エネ製肘川究など性祥の世 モ々効果ガス排Hl高J減へのrて献 グ リ

ーンll連の採川 特

定フロシなどの条例肘定外のal生効果ガスの出漱などを記入してください


